
平成30年度　包括外部監査結果に係る対応状況一覧
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54項目

53項目

No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

1

適切な事業評価の
実施について

国際化推進事業では、「公式訪問者受
入人数（実人数）」を成果指標に設定し
ている。しかし、静岡マラソンへの海外
からの参加者数について、平成29年度の
実績値には含まれている一方で、目標値
算出の基礎となる平成28年度の実績値に
は含まれていない。
また、平成29年度より「スポーツを活

かした交流」が新たに集計されるように
なったとのことだが、「全国少年少女草
サッカー大会への参加」など、「スポー
ツを活かした交流」と考えられるものが
平成28年度にも含まれており、集計の基
準が不明確であった。
事業評価における平成28年度の実績値

については、適切に修正したうえで目標
値の設定や過年度比較を実施することが
必要である。

平成29年度の実績値の調査時に、平成28年度実績
には含めなかった静岡マラソンへの海外からの参加
者数について他の「スポーツを活かした交流」と同
様に含めるようにしましたが、平成28年度の実績値
をこの基準に基づいた数値に修正すべきところを修
正していませんでした。
そのため、平成30年度事務事業総点検表の期末評

価の調査時に、同表の平成28年度の実績値を静岡マ
ラソンへの海外からの参加者数を加えたものに修正
することとしました。
今後、新たに集計の対象とする事業があった場合

は、当該事業が新規事業であるか否かを必ず確認
し、新規事業ではない場合は過去に遡って実績を加
算するなど、比較対象数値と目標値を見直すことと
しました。

措置済 令和元年度

特定の事件（テーマ）：観光振興に関する施策に係る事務の執行について

Ⅰ．観光・国際交流課

指摘事項

措置報告項目



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

2

適切な事業評価の
実施について

国際化推進事業では、「公式訪問者受
入人数（実人数）」を成果指標に設定し
ている。しかし、平成28年度の清水桜が
丘高校の台北市立士林高級商業職業専門
学校への訪問について、実績値の集計に
含まれているが、「公式訪問者」には該
当せず集計に含めるべきものではなかっ
た。
各課からの回答を取りまとめる際に

は、人数の大きいものについて内容を確
認する、前年度との増減分析を実施する
などにより、集計の適切性を確保するこ
とが必要である。

平成30年度事務事業総点検表の期末評価の公表時
に、同表の平成28年度の実績値を台北市立士林高級
商業職業専門学校への訪問者数を減じたものに修正
することとしました。
今後、新たに集計の対象とすべきであると思われ

る事業があった場合は、その事業がその集計の基準
に沿ったものであるかどうかを必ず確認することと
しました。

措置済 令和元年度

3

総宿泊者数の集計
誤りについて

全国大会開催補助金について、総宿泊
者数の集計に誤りがあった。結果とし
て、補助金交付の適正額39,000円に対し
て、実際の交付額は122,000円であり、
83,000円が過大な交付となっている。
補助金交付額の算定に当たっては、誤

りのないように適切なチェック体制を整
えることが必要である。

当監査の受監中に補助金の算定誤りを覚知したた
め、主催者に対してお詫びをするとともに、過大に
交付した83,000円について返金を依頼し、平成31年
３月20日に主催者から当該金額が返金されたことを
確認しました。
再発防止策として、交付事務に係るチェックリス

トを見直し、補助金額の計算欄に注意事項として
「※国際規模の場合、外国人が算定に含まれないこ
と」を追加したほか、補助金制度を所管する当課と
申請者の書類作成をサポートしているするが企画観
光局の職員で補助金交付要綱及び事務手続の流れを
改めて確認しました。

措置済 令和元年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

4

大会開催期間の記
載誤りについて

全国大会開催補助金について、補助金
交付申請書及び補助金交付決定の決裁文
書の大会開催期間に記載誤りがあった。
補助金交付額の算定を適切に行うため

に、補助金交付申請書の大会開催日につ
いてはよく確認のうえ決裁することが必
要である。

申請者が、大会の初日以前に大会期間と連続して
準備活動や関係者会議等がある場合はその日を含ん
だ期間を大会の開催期間とするという当該補助金の
交付要綱の内容を正しく理解し、申請書に適切に大
会の開催期間を記載することができるよう、窓口に
おいて丁寧な説明を徹底するとともに、申請書の記
載例の大会の開催期間についての説明を改善するこ
ととしました。
また、申請書又は補助金交付決定に係る決裁文書

における大会の開催期間の記載が適切なものである
ことを確認するため、当該補助金の交付の審査に係
るチェックリストの備考欄に、大会の開催期間が前
泊を含めた期間となっているかを確認することを求
める記載を追加することとしました。

措置済 令和元年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

5

別の定めに係る決
裁漏れについて

全国大会開催補助金において、補助金
交付要綱に照らして、補助金交付申請書
提出期限を別に定める必要のあるものが
６件あったが、当該別の定めが行われて
いなかった。補助金の交付に当たって
は、交付のルールを定めた交付要綱に従
い手続を行うことが必要である。

申請者に対して補助金交付申請書の提出期限を明
示するとともに、本件のようなミスを無くすため、
補助金交付要綱を改正し、「別に定める」とした規
定を改め、申請時期を当該要綱に明記しました。

措置済 令和元年度

6

別の定めに係る決
裁漏れについて

訪日教育誘致促進事業において、補助
金交付要綱に照らして、補助金交付申請
書提出期限を別に定める必要のあるもの
が１件あったが、当該別の定めが行われ
ていなかった。補助金の交付に当たって
は、交付のルールを定めた交付要綱に従
い手続を行うことが必要である。

申請者に対して補助金交付申請書の提出期限を明
示するとともに、本件のようなミスを無くすため、
補助金交付要綱を改正し、「別に定める」とした規
定を改め、申請時期を当該要綱に明記しました。

措置済 令和元年度

8

適切な事業評価の
実施について

活動の結果との因果関係という観点か
ら具体的にわかりやすい成果指標を設定
する必要がある。平成29年度の地域連携
DMO推進事業負担金においては、５市２町
によるブランドコンセプトの合意が重要
なテーマであったと考えられることか
ら、これに関連する適切な成果指標を設
定することが必要である。

当該事業は、地域の観光関連産業の振興と交流人
口の拡大を目的に行っており、平成29年度の活動指
標であった「ブランドコンセプトの合意」をしたこ
とにより、今後、ブランドコンセプトに基づいた３
つの戦略（Learn、Tea、Sea）及びマネジメントを実
行し、市内の交流人口を拡大させ、その結果として
市内の宿泊客数が増加することを目指すものです。
このような考えから、当該事業の平成31年度事務

事業総点検表における成果指標を、「市内宿泊客
数」に変更しました。

措置済 令和元年度

9

負担金根拠の明確
化について

地域連携DMO推進事業負担金について、
交付先から提出された事業計画の予算に
基づき支出が行われ、また、未執行分に
関して返納が行われている現状は「法令
又は契約等」の要件を具備しているとは
言い難く、負担金額の算定根拠が不明確
になるおそれがある。「法令又は契約
等」の整備、ルールの明確化などによ
り、負担金支出の適正性を確保すること
が必要である。

負担金支出の適正性を確保するため、負担金額を
明示した協定書を締結し、支払の根拠を明確にしま
した。

措置済 令和元年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

10

各市町間の負担割
合決定過程の明確
化について

地域連携DMO推進事業負担金の負担割合
決定に関して、意思決定の過程を伺うこ
とのできる文書は作成されていない。市
の支出金額及び負担割合が少ないとは言
えない状況の中で、説明責任という観点
からは起案や議事録などにより意思決定
過程が分かる文書を残しておく必要があ
る。

今後は、市民への説明責任という観点から、地域
連携DMO推進事業負担金の負担割合の決定に関するこ
となどの重要事項について意思決定する際は、各市
町と合意に至るまでの経緯を記録した文書などその
意思決定の過程が分かるような文書を作成し、当該
文書を適切に保管していきます。

措置済 令和元年度

11

指定管理者の事業
計画書に記載させ
る目標値について

東海道広重美術館管理運営事業につい
て、市の事業評価上は目標値を前年並み
の来場者数としているのに対し、指定管
理者には指定管理選定時に設定された来
場者数を事業計画書に記載させている。
前年実績から考えると事業計画書上の来
場者数の目標値は、かなり厳しい達成目
標となっていると考えられる。一方で、
市の事業評価における来場者数の設定は
直近の情勢を加味し、実現可能な目標値
になっていると考えられる。年度評価に
おいても事業計画書上の来場者数に重き
をおいていない現状において、実現可能
性の低い来場者数の目標値を事業計画書
上に記載させることは意味がないといえ
る。市の事業評価との整合性も考慮した
数値で事業計画書を作成させることが必
要である。

東海道広重美術館の平成31年度の業務仕様書の目
標値について、平成28年度から平成30年度までの来
場者数の実績、市の事業評価の整合性を考慮し修正
しました。また、指定管理者が提出した事業計画書
に記載された目標値が、この仕様書を基にした実態
に即したものであることを確認しました。

措置済 令和元年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

12

業務の執行状況の
十分な把握につい
て

東海道歴史街道まち歩き推進事業の蒲
原宿情報発信等業務における業務報告書
について、契約書にその報告様式が定め
られておらず、また、実際の報告内容
は、業務仕様書で定められた委託業務が
適切に実施されたかを判断するには十分
でない。特に、委託業務内容のうち、観
光客アンケートの実施結果を市が把握で
きていない状況は適切でない。
そのため、観光客アンケートの実施結

果をはじめとして、業務の実施状況を十
分に把握できるような報告様式を契約書
に記載するように検討することが必要で
ある。

平成31年度からは、実施内容が具体的にわかる写
真や観光客向けのアンケートの実施結果を添付する
ことなどを定めた様式を新たに作成し、契約書に定
めた上で委託契約を締結しました。

措置済 令和元年度

13

負担金根拠の明確
化について

東海道歴史街道観光推進協議会負担金
の交付先から提出された事業計画の予算
に基づき支出が行われ、また、残額に関
して返納が行われている現状は、「法令
又は契約等」の要件を具備しているとは
言い難く、負担金額の算定根拠が不明確
になるおそれがある。「法令又は契約
等」の整備、ルールの明確化などによ
り、負担金支出の適正性を確保すること
が必要である。

負担金支出の適正性を確保するため、負担金額を
明示した規約に変更し支払いの根拠を明確にしまし
た。

措置済 令和元年度

14

負担金交付先にお
ける適切な事務の
執行について

東海道歴史街道観光推進協議会負担金
の交付先において、年度内に事業が完了
したと判断した根拠となる差替え前の事
業報告書を保管していなかった。市は、
負担金の交付先における事業の執行状況
を適切に把握し、事後的な検証を十分に
行えるようにするためにも、判断根拠と
なった事業報告書等を適切に保管させる
ことが必要である。
さらに、年度内に事業が完了していな

かったと認められる場合には、当該負担
金について、平成29年度に繰越を行わせ
ることが必要である。

東海道歴史街道観光推進協議会の事務局を観光・
国際交流課が担っていますが、当該協議会の事務局
を担っている同課の担当者に対し、今後同様の事業
を行う場合には、事業の事後的な検証を十分に行う
ことができるようにするため、仮に事業報告書等の
差し替えがあったとしても、差し替え前の事業報告
書等を保管しておくよう周知し、その徹底を図りま
した。
また、平成29年度及び平成30年度に実施された事

業について確認したところ、いずれも年度内に事業
が完了しており、繰越を行う必要はありませんでし
た。

措置済 令和元年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

15

適切な事業評価の
実施について

東海道歴史街道まち歩き推進事業にお
ける成果指標は「歴史や文化を身近に感
じることができるまちだと思う市民の割
合」であるが、事業の規模に応じ、その
内容を適切に評価することができる成果
指標を設定する必要がある。また、成果
指標の評価についても年度の事業結果が
適切に反映されるタイミングで行うこと
が必要である。

当該事業の目的は、観光誘客を促進し、地域経済
の活性化を図ることであるため、新たに「東海道お
んぱくにおけるプログラム数」と、受入環境の充実
という視点で、「シチズンカレッジでの養成講座修
了者の割合」の２つを成果指標に設定しました。
新たな成果指標を設定したことにより、これまで

の事業の実施の途中時点において把握した事実から
評価するのではなく、事業の実施の終了時点という
事業結果が適切に反映されるタイミングにおける事
実から評価することが可能になりました。

措置済 令和元年度

16

前金払いの理由の
記載漏れについて

興津坐漁荘記念館管理運営事業の事業
決裁伺いにおいて、前金払いの理由の記
載がされていない。会計室作成の「会計
事務の手引」において事業決裁のその他
必要な事項に「前金払・概算払のとき
は、その理由を記載する」とあり、事業
決裁にて前金払いの理由を記載し決裁を
受けることが必要である。

平成31年度分の事業決裁伺いから、「給与賃金を
主体とした人件費が大部分を占めているため」と前
金払いの理由を記載しました。
今後、担当者が会計事務の手引き等に定められた

ルールを遵守するとともに、関係職員（決裁ルート
の職員）全員がチェック機能を果たすよう、再度徹
底を図った上、適切な事務事業の執行に努めます。

措置済 令和元年度

17

適切な事業評価の
実施について

興津坐漁荘記念館管理運営事業におけ
る成果指標について、目標値の算定に誤
りがあった。過去の実績値を適切に当該
年度の目標値に反映させたうえで事業評
価を行うことが必要である。

平成29年度の興津坐漁荘記念館管理運営事業にお
ける目標値の算定方法を確認したところ、当該年度
の目標値は、平成26年度から平成28年度までの実績
値を用いて目標値を設定すべきところ、実際は、平
成25年度から平成27年度までの実績値を用いた目標
値を設定していました。
平成31年度の成果指標については、外的要因によ

る来場者数の増減に触れつつ、直近３か年の実績値
を用いた目標値を設定しました。

措置済 令和元年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

18

適切な事業報告書
の入手について

由比街道まつり及び丸子宿場まつりに
ついては、東海道街道まつり補助金の実
績報告書に添付される事業報告書として
は、現状入手している当日の写真の添付
では実態を把握することができない状況
である。実際に行っている内容をより具
体的に記載させるなどして、翌年度以降
の事業実施に役立つ事業報告書の提出を
求めることが必要である。

各まつりの実態を十分に把握することができるよ
う、平成31年度の補助金にかかる事業報告書から
は、来場者数の明記や各まつりの会場の全体が見渡
せる写真を添付するなどの改善を図るよう補助金の
交付先である実行委員会に対して指示しました。

措置済 令和元年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

23

業務報告書におけ
る従事者の記載に
ついて

駿府城跡天守台発掘調査見学施設運営
業務において、受託者から提出される業
務報告書に、各実施日の従事者名として
２名の名前が記載されていた。しかし、
実際には休憩時間の交代要員を含めた３
名以上の体制で業務を実施していた。
業務報告書は、受託者が委託業務を適

切に行ったことを市が確認するとともに
当日の業務従事者を明らかにするための
書類である。休憩時の交代要員について
も従事者名を記載することが必要であ
る。

受託者側に、休憩時間の交代要員を含めた従事者
全員の氏名を記載するよう周知し、これを徹底する
よう指導し、平成31年３月報告分から業務報告書の
記載を改めさせ、その内容を確認しました。

措置済 令和元年度

24

主たる業務の再委
託について

駿府城跡天守台発掘調査見学施設運営
業務のうち、駿府城タイムトラベルツ
アーの運営において、仕様書に記載され
た業務内容のすべてを、受託者ではなく
別団体である第三者が実施していた。
契約書などは作成していないものの、

業務履行の約束と対価の支払いがあるこ
とから、業務の再委託に該当すると考え
られる。
業務の再委託については、原則禁止で

あるが、業務及び業務内容が主たる業務
でないなどの条件を満たした場合に例外
的に認められている。
しかし、本件については、タイムトラ

ベルツアーの運営に係るすべての業務を
再委託していることから、再委託された
業務は「主たる業務」に該当すると考え
られる。
以上より、本件は市のルール上禁止され
た、主たる業務の再委託に該当すると判
断できる。
市は、委託業務内容や委託先について

再度検討し、適正な契約履行の確保を図
ることが必要である。

契約前に、本業務の実施にあたり、受託業者（特
定非営利活動法人徳川みらい学会）と受託業者では
なく別団体である第三者（駿府ウェイブ）は、一つ
の事業体とみなすことができるとの説明を受託業者
から受けていましたが、実態はそのようになってい
なかったことが今回判明しました。
このため平成31年度は契約方法を改め、駿府城タ

イムトラベルツアー運営と駿府城跡天守台発掘調査
見学施設運営業務のそれぞれを適切に行うことがで
きる別々の委託先へ分けて発注することとしまし
た。

措置済 令和元年度

Ⅱ．歴史文化課



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

25

契約違反について 駿府城跡天守台発掘調査見学施設運営
業務の委託契約書第６条第２項には、
「第三者に対し、委託業務の全部、若し
くは一部の実施を委託し、又は請け負わ
せてはならない。」と定められている。
しかし、駿府城タイムトラベルツアー

の運営については、業務の実施を第三者
に対し委託又は請け負わせていると考え
られることから、委託契約書の条項に違
反しているといえる。
市は、委託業務内容や委託契約書の記

載内容について再度検討し、適正な契約
履行の確保を図ることが必要である。

契約前に、本業務の実施にあたり、受託業者（特
定非営利活動法人徳川みらい学会）と受託業者では
なく別団体である第三者（駿府ウェイブ）は、一つ
の事業体とみなすことができるとの説明を受託業者
から受けていましたが、実態はそのようになってい
なかったことが今回判明しました。
このため平成31年度は契約方法を改め、駿府城タ

イムトラベルツアー運営と駿府城跡天守台発掘調査
見学施設運営業務のそれぞれを適切に行うことがで
きる別々の委託先へ分けて発注することとしまし
た。

措置済 令和元年度

26

委託契約締結前の
確認不足について

市が特定非営利活動法人徳川みらい学
会に委託している駿府城タイムトラベル
ツアーの運営を、みらい学会は静岡案内
人駿府ウエイブに実施させているが、駿
府ウエイブがみらい学会の構成員である
との認識の下、市はこれを問題ないとし
ていた。
しかし、実際には、駿府ウエイブはみ

らい学会の構成員ではなく、別団体で
あったため、業務の再委託や契約違反な
どの問題が生じている。
市は、このような状況になっていない

かどうかについて、委託契約締結前の時
点でよく確認のうえ、慎重に判断するこ
とが必要である。

契約前に、本業務の実施にあたり、受託業者（特
定非営利活動法人徳川みらい学会）と受託業者では
なく別団体である第三者（駿府ウェイブ）は、一つ
の事業体とみなすことができるとの説明を受託業者
から受けていましたが、実態はそのようになってい
なかったことが今回判明しました。
このため、今後、今回と同様の業務が発生した場

合には、業者を選定するに当たり、事業を実施でき
る団体であることを確認していくこととします。

措置済 令和元年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

27

一次避難地指定の
解除に係る周知に
ついて

歴史文化施設建設に向けて、平成30年
７月13日に建物の解体工事が開始され、
同日に地震緊急避難場所（一次避難地）
の指定を解除しているが、看板の撤去や
ホームページの更新が適時に行われてい
なかった。
災害はいつ発生するか分からないもの

であるため、一次避難地の指定解除に伴
う看板の撤去及びホームページの更新は
即時に行うことが必要である。

旧青葉小（旧クリエーター支援センター）解体工
事と、一次避難地の解除に伴う看板撤去は、所管課
が別であることに加えて、看板が解体工事エリア外
に設置されていたことなどから、指定解除日（平成
30年７月13日）と看板の撤去日（平成30年11月６
日）にずれが生じてしまいました。
指摘を受けた一次避難地については、ホームペー

ジ上の一覧表から既に除外していますが、今後同様
の工事を行う場合には、看板の撤去とホームページ
上の情報の更新を適時に行うことができるよう、危
機管理課と協議し、情報の共有方法等について見直
しを行いました。

措置済 令和元年度

28

講師に対する報奨
金単価の見直しに
ついて

市が文化財サポーター入門講座の外部
講師への報償金として設定した１時間当
たりの単価800円は、当時の静岡県の最低
賃金である807円を下回っている。当該報
奨金の法的性質について、市が講師と雇
用契約を締結しているわけではないた
め、賃金ではない。しかしながら、市
は、当該講師に対する報奨金の単価を算
出するに際し、「パート（一般）」の
「賃金」を基準にしている以上、基準の
統一性の観点から、賃金を定めに当たっ
て遵守すべき法令である最低賃金法が定
める基準を遵守することが必要である。

文化財サポーター入門講座の外部講師の報償費に
ついては、平成30年度の途中で見直しを行い、最低
賃金法を遵守している市の「パートタイマー及び臨
時職員基本賃金基準表」の職務区分である「一般事
務補助」の時間給として定められた金額を単価とし
て設定し、見直し後の単価で支払いました。

措置済 令和元年度
Ⅲ．文化財課



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

29

報償費に係る規程
の整備について

毎年、文化財サポーターの総数が増加
していることから、今後、当該サポー
ターの活動の機会も増加することが予想
される。これに伴い、文化財サポーター
の活動に対し報償費を支出する機会も増
加することが予想される。そして、当該
報償費の支出が公費により賄われること
を踏まえると、支出の合理性を担保しつ
つ、支出行為の透明化を図るべきであ
る。
従って、市は、文化財サポーターの活

動に対する報償費について、具体的な規
程を整備し、支出の要件などを明確にす
ることが必要である。

当課の文化財サポーターの活動は、地域への参加
を促すためのボランティア活動として実施している
ことから、当該活動は、原則として無償で実施する
というのが基本的な考えです。
各事業を所管する課が、その事業の中で文化財サ

ポーターを活用することが必要となり、その際に無
償では事業の実施に支障が生じると考える場合に
は、必要に応じ有償で実施することも考えられま
す。その場合には、支出の要件、金額等について
は、当該事業の内容、性質等を考慮し、個別具体的
に定めるべきものであると考えることから、一般的
な規程を設けるのではなく、各事業を所管する課に
おいて、支出に係る規程の整備も含め報償費の支出
の方法について検討していくこととし、当課は、各
事業を所管する課に対し適時助言を行っていきま
す。

措置済 令和元年度

30

事業に係る資料の
紛失について

市は、一般文化財保護・管理事業の旧
和泉屋（お休み処）に係る資料の綴じら
れた簿冊を紛失していた。簿冊には実施
した事業に係る複数の公文書が綴られて
いることから、簿冊の紛失に伴い複数の
公文書が紛失していることになるため、
現状、公文書の適正な保存を義務付ける
静岡市公文書管理規則第８条に違反する
状態が生じている。
従って、市は、紛失した簿冊の探索を

継続したうえ、再発防止のため、紛失原
因の究明に努めるととともに、簿冊の管
理体制を見直すなど簿冊の管理を徹底す
るべきである。

紛失した旧和泉屋（お休み処）に係る資料の簿冊
については、探索を継続しましたが、当該簿冊の発
見には至りませんでした。当該簿冊の紛失の原因を
確定的には特定することはできませんでしたが、職
員への聴き取りの内容、簿冊が紛失した時期等を踏
まえると、年度の切替え時期に、誤って他の文書と
一緒に溶解文書として廃棄してしまった可能性が高
いものと考えています。
今後は保管すべき公文書の誤廃棄をすることがな

いよう、公文書の廃棄は必ず簿冊のラベルに記載さ
れた保存期間及び廃棄予定年度を確認した上で行う
よう周知し、その徹底を図ることで適切な公文書の
管理を実施していきます。

措置済 令和元年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

31

適切な事業評価の
実施について

一般文化財保護・管理事業において、
市内に所在する国・県・市の指定・登録
文化財を適正に管理するとともに顕彰す
ること、及び、指定文化財の調査などを
行い、文化財保護意識を醸成するという
事業目的を踏まえると、成果指標の実績
値として把握すべき入館者数は、当該文
化財と職務上の関係を有しない外部の見
学者などに限定されるべきであり、市職
員や警備などの委託業者を含めずに集計
することが必要である。

文化財施設の成果指標として使用する入館者数に
ついては、見学や施設管理など入館目的別に入館者
全てをカウントしていましたが、令和元年度の集計
より、市職員や警備などの管理のための関係者の入
館数をカウントから除き、外部からの見学者のみを
集計していきます。

措置済 令和元年度

32

適切な事業評価の
実施について

文化財資料館管理運営事業において、
文化的価値のある資料を保管するととも
に市民文化の向上及び文化財保護思想の
普及を図るという事業目的を踏まえる
と、成果指標の実績値として把握すべき
入館者数は、文化財資料館と職務上の関
係を有しない外部の見学者などに限られ
るべきであり、文化財協会会員及び神社
関係者のような、文化財資料館と職務上
の関係を有する内部の関係者を含めずに
集計することが必要である。

文化財資料館の成果指標として使用する入館者数
については、入館目的別に全ての入館者をカウント
していましたが、令和元年度の集計より、文化財協
会会員及び神社関係者など文化財資料館と職務上の
関係を有する内部関係者の入館者をカウントから除
き、資料館見学者や会議室利用者、講演会参加者な
ど、施設の利用者数を集計していきます。

措置済 令和元年度

33

現物資産の備品台
帳への登録につい
て

登呂博物館の備品台帳に登録すべき備
品の登録漏れがあった。備品台帳への登
録がなかった場合、紛失などがあったと
してもその事実が発見されないおそれが
あるため、適切に備品台帳に登録し現物
管理することが必要である。

指摘があった登呂博物館の備品の椅子３脚につい
ては、備品台帳に登録し、備品票の貼付を行いまし
た。
開館時に設置した設備（展示ケース等）と同様に

一体で購入し、備品登録がされていなかったことが
原因であるため、今後は、設備と一体で購入した場
合、備品に該当するものは個別に登録を行います。
また、年１回の備品チェックにより登録漏れを防

ぐとともに、併せて剥がれてしまった備品票の再貼
付を行うなど、備品の適正な管理に努めていきま
す。

措置済 令和元年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

34

備品の単体登録に
ついて

充電器とスマートフォン20台につい
て、単体として使用、廃棄、修理が可能
であるにもかかわらず、スマホ一式とし
て登録することは、物品管理マニュアル
３（２）に違反する。
したがって、当該「スマホ一式」とし

て登録された充電器及びスマートフォン
20台について、物品管理マニュアルに準
拠して単体登録することが必要である。
なお、本件のように、便宜的に購入申

請で予算が下りた一式で登録した場合に
は、可及的速やかに、物品管理マニュア
ルに準拠した登録方法に変更し、物品管
理マニュアル違反の状態を是正すること
が必要である。

充電器とスマートフォン20台については、備品管
理マニュアルに準拠して単体で備品登録しました。
今後は、担当者の備品管理マニュアルの理解を徹

底し、速やかに単体登録を行うとともに、登録の誤
りや漏れがないよう、複数の職員でダブルチェック
を行っていきます。

措置済 令和元年度

7

適切な事業評価の
開示について

静岡まつり開催補助金の事業評価にお
いて、開示されている情報の一部が昨年
度の記載から更新されていなかった。事
業評価の開示趣旨の一つとして、説明責
任の確保が挙げられている。開示してい
る数値や算定根拠が正しい記載でない場
合、説明責任が十分に確保されていると
は言い難いため、記載内容を十分に確認
して開示することが必要である。

平成29年度の事業評価の記載内容は、正しい数値
に修正しました。
今後の事業評価の開示にあたっては、複数人で繰

り返し確認をするなど、記載内容を十分確認の上、
行うこととします。

措置済 令和元年度
Ⅳ．まちは劇場推進課



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

19

適切な事業評価の
実施について

静岡市大規模イベントにおける経済波
及効果等分析業務の事業目的は、「イベ
ント事業の見直しや効率化を図る」こと
である。事業評価の成果指標は「報告書
の納品」となっており、これだけでは
「イベント事業の見直しや効率化を図
る」ことにはならない。委託業務の成果
は報告書の納品で確認できるといえる
が、事業目的は達せられるとはいえな
い。入手した報告書を検討し、市として
の方向性を見出すことに当該事業の意義
があるといえ、この事業目的に対して適
切な目標値を設定することが必要であ
る。

経済波及効果等分析業務は、平成28年度及び平成
29年度のみ実施した事業ですが、今後、同様の業務
を行う際には、「イベント事業の見直しや効率化を
図る」という事業目的に沿った適切な目標値を設定
していきます。

措置済 令和元年度

20

報告書の納品時期
の適切な設定につ
いて

静岡市大規模イベントにおける経済波
及効果等分析業務において、静岡まつり
については、仕様書において報告書提出
期限を早めに設定すれば早い段階での報
告書の入手が可能であったといえる。当
該業務の目的が「イベント事業の見直し
や効率化を図る」ことにあり、報告書の
入手後、その内容を検討し今後の事業運
営に活かすためには静岡まつりについて
大道芸ワールドカップと同じ時期での報
告書納品は適切であったとは言い難い。
今後同様の業務を行う際には、業務目的
が遂行されるように納品時期を設定する
ことが必要である。

静岡まつりは４月、大道芸ワールドカップは11月
に開催されるイベントであり、両イベントの報告書
の納品がともに３月末となりましたが、静岡まつり
については、次年度の事業運営に活かすためには、
本来は８月頃の納品が適切であったと考えます。
経済波及効果等分析業務は、平成28年度及び平成

29年度のみ実施した事業ですが、今後、同様の業務
を行う際には、イベント事業の検証に速やかに取り
かかれるよう、適切な納期を設定します。

措置済 令和元年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

21

適切な検収の実施
について

静岡市大規模イベントにおける経済波
及効果等分析業務における費用便益効果
の数値は、イベント事業の効果を把握す
るための重要な数値である。前提となる
数値の把握には専門的な知識が必要であ
るが、費用便益比率の計算チェックは報
告書に記載の数値から簡単に検証するこ
とができる。その数値に誤りがある状態
では、委託先から受領した報告書の数値
検証を適切に実施していないといえる。
適切な事業の検収を行うことが必要であ
る。

誤記載があった部分を含めて委託業者に再度報告
書の内容の確認をさせ、報告書冊子に記載された数
値を全て正しい数値に修正させました。また、修正
後の報告書は、所管課にて再度確認を行いました。
経済波及効果等分析業務は、平成28年度及び平成

29年度のみ実施した事業ですが、今後事業を実施す
る際は、数値検証のための時間をより多く確保し、
丁寧な検収を行います。

措置済 令和元年度

22

事業目的の遂行に
ついて

静岡市大規模イベントにおける経済波
及効果等分析業務の最終的な目的は「イ
ベント事業の見直しや効率化を図る」こ
とにあるが、検討が行われたことが分か
る資料が作成されていない状況である。
速やかに目的を達成させることが必要で
ある。

当業務の分析結果をもとに、平成31年度に向け、
イベント主催者である実行委員会とともに、検討・
実行しています。
具体的には、季節ごとにイベントをパッケージ化

し、効果的な情報発信を行うことで、県外からの来
場者を増やす取組を行います。また、夜間開催のイ
ベントを企画するなど、来場者の滞在時間を増やす
ことで、市内産業への生産誘発効果を高め、費用対
効果をさらに向上させる仕掛けづくりを行います。
このような取組により、イベント事業の見直しや

効率化を図っていきます。

措置済 令和元年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

35

「暴力団員に該当
しないことの誓約
書兼同意書」の日
付について

静岡市民文化会館管理運営業務におい
て、当該誓約書について、指定管理業務
の第三者委託開始時点である平成29年４
月１日において確認すべきところ、実際
に委託業者が記入した平成29年４月２日
付、平成29年５月２日付で提出されてい
るものがあった。市においては、当該誓
約書を含む一式の報告書を平成29 年4 月
1 日付で供覧しているが、その時点では
書類がすべて揃っていなかった状況と考
えられる。市は、第三者委託開始時点で
書類を提出させることが必要である。

再発防止策として、指定管理者の代表企業に対し
「暴力団員に該当しないことの誓約書兼同意書」
は、第三者委託の開始時点で提出するものであるこ
とを指導し、JV企業の構成員にも周知するよう指示
しました。また、書類の提出時に、日付を含む記載
内容に誤りがないかをチェックリストなどを活用し
て確認するように指示しました。
さらに、指定管理者（代表企業、構成員）と市と

の定例会議の中で改めて指導するとともに、他の所
管施設においても、同様の事案が発生しないよう情
報共有を行いました
今後、市から指定管理者へ継続して注意喚起を行

うとともに、当課として、指定管理者から提出され
た書類の日付や内容等について、チェックする点を
チェックリストなどで可視化し、確認漏れのないよ
うに対応します。

措置済 令和元年度

36

「暴力団員に該当
しないことの誓約
書兼同意書」の提
出先について

静岡市民文化会館管理運営業務におい
て、当該誓約書について、本来指定管理
者宛てで提出されるべきだが、一部、市
宛てに提出されているものがあった。平
成29年度より提出先が市から指定管理者
に変更になったが、指定管理者に十分に
周知されていなかったとのことである。
提出先変更は、市宛てで提出されている
誓約書原本を、指定管理者が保管してい
る状況を解消するためになされたもので
あり、指定管理者にルールを周知徹底
し、適切な宛先に提出させることが必要
である。

指定管理者の代表企業へ、誓約書兼同意書は指定
管理者に提出されるべきものであることを周知し、
指定管理者宛てで提出させるよう指導し、JV企業の
構成員にも周知するよう指示しました。また、指定
管理者（代表企業、構成員）と市との定例会議の中
で改めて指導しました。さらに、他の所管施設にお
いても、同様の事案が発生しないよう情報共有を行
いました。
今後、市から指定管理者へ継続して注意喚起を行

うとともに、当課として、指定管理者から提出され
た書類の日付や内容等のチェックを徹底します。

措置済 令和元年度

Ⅴ．文化振興課



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

37

重要備品処分時の
適切な確認につい
て

静岡音楽館において、コンサートグラ
ンドピアノの買い替えに際し、古いピア
ノの処分方法として、下取りや査定など
を実施せずに、運搬業者に無償引き取り
を委託した。しかし、当該ピアノの新品
価格は一般的に2,000万円を超え、中古市
場も存在する。このような高額な重要備
品については、下取り査定などを実施し
たうえで、適切な価格にて処分する方法
を検討すべきであり、市の財産を無駄に
流出させないように留意することが必要
である。

今回処分したコンサートグランドピアノは、ピア
ノ保守点検業者及び正規販売代理店立会いのもと
「消耗部品の修理交換をした場合においても、楽器
としては十分な修理効果が見込まれない状態であ
る」との指摘を受けておりました。このため、ピア
ノ本来の機能を果たせないものであると判断し、市
における備品管理の内部手続を確認した後、正規販
売代理店による無償引取りを実施しました。
今後、高額な重要物品を処分する際には、監査人

からの指摘にあるように中古市場を確認し、下取り
査定を依頼するなど処分に関する様々な方法を検討
し、市の財産を無駄に流用させないよう実施してい
きます。

措置済 令和元年度

38

現物資産への備品
票の貼付について

静岡音楽館において備品票が貼付され
ていない備品があった。備品台帳に登録
されている備品は、台帳との対応関係が
明確となるように備品票を貼付するなど
の方法により現物管理をすることが必要
である。

備品票の貼付漏れが指摘された備品については、
即日備品票を作成し指定管理者に対し各備品に貼付
するよう指示しました。また、指摘後、指定管理者
より備品票を貼付した旨報告を受け、現地確認を実
施しました。
新規で備品を購入した際は、指定管理者は所管課

から備品票を受領後即座に備品へ貼付することに
なっているため、指定管理者に対し備品の管理方法
を改めて周知するとともに、当課においても備品の
管理の状況について適宜確認いたします。

措置済 令和元年度

39

備品の単体登録に
ついて

静岡音楽館において、セットで購入し
た備品について、備品台帳に一つの備品
として登録されていた。物品管理マニュ
アルにおいて単体登録が原則とされてお
り、単体での処分などが可能な備品につ
いては、適切な管理のためにも単体で登
録すべきである。あるいは、単体での登
録が困難な場合においては、台帳上、備
考欄に詳細な構成内容を記載するなどに
より、適切に管理できる方法を検討する
ことが必要である。

指摘のあった備品については、単体で再登録しま
した。
また、新規でセット備品を購入した際は、原則と

して単体で登録することを含めて、「物品管理マ
ニュアル」を徹底することを課内で再度周知しまし
た。

措置済 令和元年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

40

指定管理業務の執
行状況の把握につ
いて

静岡市美術館管理運営事業において、
民法上の組合という形式で実行委員会を
立ち上げ、他の組合員から負担金を募り
実施した指定管理業務について、市は指
定管理者に帰属する部分の収支しか把握
していない。実行委員会の状況を把握で
きる報告をさせることなどにより、指定
管理業務全体の執行状況を適切に把握す
ることが必要である。
また、「指定管理業務収支状況報告

書」では、予算額と実績額の記載におけ
る前提条件が異なっており、計画どおり
に予算が執行されているかについて金額
の比較ができないおそれがあることか
ら、その記載方法について適切なあり方
を検討することが必要である。

静岡市美術館の「指定管理業務収支状況報告書」
について、適切なあり方を検討した結果、本市が指
定管理業務全体の執行状況を適切に把握するため
に、平成31年度の報告書より、展覧会実行委員会の
収支を把握できるような記載に改めるよう指示しま
した。
これにより、予算額と実績額の記載における前提

条件も統一されることとなり、計画どおりに予算が
執行されているかについても比較できるようになり
ます。

措置済 令和元年度

41

指定管理業務の履
行確認について

静岡市美術館管理運営事業において、
指定管理者から提出される「指定管理業
務収支状況報告書」の予算と実績のかい
離が明らかに大きく、差異理由を記載す
べきと考えられるにもかかわらず、備考
欄に差異の理由について記載がなかっ
た。本来、本報告書は、指定管理業務が
適切に執行されたかを確認するために提
出させているものであり、市は適時適切
に調査を行うことが必要である。

指定管理業務収支状況報告書の記載に不足があっ
たため、指定管理者に対し差異理由を記載した報告
書の再提出を指示し、提出を受けました。
収支状況報告書には、内容や予算と実績に差異が

ある場合は備考欄に理由などを記載するように表記
してあるため、今後は指定管理者に提出書類の記載
内容の確認を徹底するように指示するとともに、当
課においてもチェックリストなどを活用し提出書類
の確認を適切に行います。

措置済 令和元年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

42

現物資産への備品
票の貼付について

芹沢銈介美術館において備品票が貼付
されていない備品があった。備品台帳に
登録されている備品は、台帳との対応関
係が明確となるように備品票を貼付する
などの方法により現物管理することが必
要である。

備品票の貼付漏れが指摘された備品については、
備品票を貼付しました。
当該備品については、購入時に備品票を添付し平

成29年度までは使用物品検査も適切に行われていま
した。しかし、貼付してあった場所の材質が備品票
の貼付に幾分向かないものであり備品票が剥離した
ものと思われるため、指摘があった備品と同じ型の
他の備品の備品票も合わせて、よりはがれにくい部
分に貼付し直しました。
平成30年度の使用物品検査において、一部備品に

ついて備品票の貼付状況の確認を行わなかったこと
が貼付漏れに気がつかなかった原因と考えられま
す。今後は、「物品管理マニュアル」の確認を徹底
し、貼付全備品の備品票の貼付状況の確認を適切に
行うようにします。

措置済 令和元年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

43

備品（収蔵品）の
管理について

芹沢銈介美術館において、保管する工
芸品・書画について年に１度行うべき、
所蔵している物品と備品台帳との照合を
行っていない。そのほとんどが市の重要
備品であるにもかかわらず、管理ルール
から逸脱している状況が継続している。
ただし、工芸品などの性質上、年１度の
現物確認は現実的ではないことにかんが
みて、工芸品などの性質に応じた管理
ルール（一定期間で全点を確認できるよ
うに、保管場所ごとに確認を行うなど）
を定め、ルールに従った管理がなされる
必要がある。
また、収蔵品の保管自体についても、

保管場所を定めるなど適切に管理される
ことが必要である。

指摘事項でいう「工芸品・書画」は、芹沢銈介美術館の収蔵品全体を指しま
す。芹沢銈介美術館の収蔵品は、「作品」と「収集品」の２本柱でなっていま
す。作品については、管理上「作品」（のれん、着物など）と「本」（絵本、
装幀本）、「参考資料」（カレンダー等）の3つに分けています。説明上、「作
品（作品）」を①、「作品（本）」を②、「作品（参考資料）」を③、収集品
を④とします。
・①と②については、保存場所も定まり、全点毎年確認できています。
・③については、平成29年度から平成31年度にかけて2,000点超もの資料の寄附
を受けたため、令和２年度は、既存の資料も含めて、改めて台帳や収蔵場所に
ついて整理中であり、年度内には終了し、毎年の確認が可能となる見通しで
す。
・④については、家具などの大型の資料に関しては確認できる状態にありま
す。しかし、染織品や書籍のように折りたたまれていたり重ねられていたりす
る資料、また玩具のように比較的小さな資料、陶磁器のように厳重に梱包され
ている資料に関しては、慎重な作業を要することもあり確認に多大な時間がか
かります。少なくとも染織品、書籍、玩具のような資料に関しては、資料の形
態にあった細かな仕切りのある収納棚を導入するなど、収蔵方法を見直すこと
で、スムーズに確認できるようになると考えられます。ジャンルにより、資料
の形態、保存条件もまちまちのため、それぞれのジャンルに合わせた収納方法
で計画的に整理を進めていきます。令和3年度は収納棚を導入し、書籍、玩具の
約1,000点について再整理を完了する予定です。整理が完了すれば、その部分の
確認は毎年できるようになります。
・一方、④については、そもそも台帳番号に問題があります。開館以来の台帳
をそのまま引き継いでいますが、その番号体系に整合性がなく、番号が重複し
ているものもあり、資料の並びや分類にも不合理な点が多くなっています。管
理を合理化するためにも、台帳番号の合理化は不可欠で、同時に資料自体の再
整理も進める必要があります。あわせて、資料への新台帳番号貼付（ラベル貼
り）、写真撮影、採寸、保存状態の確認などを行うのが合理的であるが、慎重
な作業を要することもあり、到底片手間では出来ません。専門の職員（学芸
員）に専念させる必要があります。

・＜結論＞現状、①及び②は毎年確認できる状態になっており、③は令和２年
度末までには毎年確認が出来るようになる見通し、④については来年度以降順
次ジャンルごとに収納方法の検討と整理を行い、令和5年度末までに完了させる
予定で、整理後は毎年確認が行えることになる見通しです。

未措置



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

44

施設カルテへの数
値入力について

体育館の「施設カルテ」の指定管理料
が実際の支出と88,925千円相違してい
る。これは、決算金額で作成すべき施設
カルテを積算金額で作成したこと及び担
当者の配分計算誤りによるものである。
施設カルテは施設の継続、改善、用途廃
止、施設廃止を検討することに使用する
重要な情報であるため、正確な数値入力
を行うよう課内にて十分チェックするこ
とが必要である。

施設カルテに記載された指定管理料が、実際に支
出した金額ではなく積算金額となったのは、施設カ
ルテを作成するためにデータを引用した「公共施設
実態調査」に誤った金額が入力されていたことが原
因でしたので、今後、この調査に入力した数値の確
認については、複数人で行います。
また、施設カルテについては、決算金額で計算し

直したものを作成し、令和元年８月28日にホーム
ページで公開されている施設カルテを修正しまし
た。

措置済 令和元年度

45

施設カルテにおけ
る費用配分につい
て

アセットマネジメントに使用する、施
設カルテの入力欄における注意書きで
は、指定管理料は施設の面積で、市職員
人件費については人工を基に配分するこ
とが記載されている。しかし、平成30年
に市ホームページで公表された施設カル
テでは、中央、南部、長田、東部体育館
及び清水・西ヶ谷総合運動場で同額の指
定管理料が計上されている。また、北部
体育館は０千円となっている。加えて、
市職員人件費についてもすべての施設に
おいて1,500千円が計上されている。
指定管理者及び市職員が提供する用益

は、利用者数や面積が各施設で異なるた
め、実際の用益の消費を反映した配分を
し、施設の継続、改善、用途廃止、施設
廃止を適切に検討できるようにすること
が必要である。

施設カルテに記載された指定管理料と市職員人件
費が正しく反映されなかったのは、施設カルテを作
成するためにデータを引用した「公共施設実態調
査」に誤った金額が入力されていたことが原因でし
た。指定管理料の数値を各館の決算額を基に按分し
た数値に修正し、今後、この調査に入力した数値の
確認については、複数人で行います。
また、施設カルテについては、決算金額で計算し

直したものを作成し、令和元年８月28日にホーム
ページで公開されている施設カルテを修正しまし
た。
なお、市職員人件費については、１施設に係る事

務処理は同程度であり、利用者数や施設面積による
按分方法では必ずしも適当ではないと考えているこ
とから、１施設0.1875人工として計算した数値でそ
のまま計上します。

措置済 令和元年度

46

現物資産への備品
票の貼付について

中央体育館及びトレセンにおいて備品
票が貼付されていない備品があった。備
品台帳に登録されている備品は、台帳と
の対応関係が明確となるように備品票を
貼付するなどの方法により現物管理する
ことが必要である。
なお、備品票を貼付することが困難な

場合は、直接ペンで記入する、キーホル
ダーを付けるなどの代替的な方法が考え
られる。

備品票が貼付されていなかったスクワットラック
外３備品については、備品票を直ちに貼付しまし
た。
今後、新規に購入する備品については、備品票の

貼付を徹底するとともに、備品検査時には、備品票
がはがれている等の可能性もあることから複数人で
確認します。

措置済 令和元年度

Ⅵ．スポーツ振興課



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

47

参考見積書の徴取
について

清水駅東口クライミング場保守点検業
務委託について、市は設置業者以外では
適正な点検ができないとし、設置業者か
らしか参考見積を徴取していない。
そして、単独随意契約で委託する業者

の参考見積書を基に積算し、予定価格は
その見積金額となっている。結果とし
て、参考見積の金額と実際の委託金額は
一致している。このような状況では、予
定価格の秘密保持と委託金額の妥当性が
確保されているとは判断しかねる。
クライミングは比較的危険を伴うス

ポーツであり、安心安全の観点から、施
工業者に保守管理を単独随意契約で委託
することには合理性がある。
しかし、適時に参考見積書を２人以上

から徴取することなどにより、予定価格
の秘密保持と委託金額の妥当性確保を図
ることが必要である。

清水駅東口クライミング場保守点検委託業務につ
いて、危険を伴う競技施設は、安全性の保持が大前
提であり、施設の点検をするためには専門的な知
識、経験が必要です。当施設は平成30年度に全パネ
ル交換を実施しており、国内でパネルの製造を行っ
ているのは設置業者のみであり、設置業者以外では
適正な点検ができないことから他者からの見積徴取
ができない状況のため、２社からの見積徴取を行わ
ず市独自の積算を行うことにより、予定価格を決定
し秘密保持と委託金額の妥当性確保を図ります。

措置済 令和元年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

48

適切な事業評価の
実施について

成果指標は事業の目的を達成したかを
測る指標であるが、ラグビーワールド
カップ合宿等誘致事業の成果指標は、事
業目的を達成したことを測定する指標と
はなっていない。例え委員会での活動で
あったとしても、その事業の実施が市民
のラグビー熱、認知度の向上や合宿誘致
活動という事業目的の達成になっている
かを測る成果指標を設定することが必要
である。

ラグビーワールドカップ合宿等誘致事業の目的
は、市民のラグビー熱及び認知度の向上並びに国内
外への本市の魅力発信を図るというものであるた
め、当該事業については、「機運醸成イベント等件
数」、「公認キャンプの受入れによる交流事業及び
情報発信の件数」、「ファンゾーン来場者数」を成
果指標に設定しました。

措置済 令和元年度
Ⅶ．スポーツ交流課



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

49

「公の施設に関す
る使用料の設定基
準」の見直しにつ
いて

市の定める「公の施設に関する使用料
の設定基準」では、日本平動物園は「公
費負担25・受益者負担75」の施設として
分類されている。しかし、実際の受益者
負担は50程度であり、基準より低くなっ
ている。基準においては、市場性につい
て「相当の収益性があり施設の使用料を
もって管理運営費を賄うことができる施
設」と分類されているが、実際は他の動
物園施設とのバランスなどから入園料の
引き上げは難しい状況であり、施設の使
用料をもって管理運営費を賄うことがで
きるとは言い難い。市場性を「収益性が
低く施設の使用料だけでは管理運営費を
賄うことが困難な施設」と分類を見直す
ことも含めて公費負担のあり方について
検討することが必要である。

「公の施設に関する使用料の設定基準」では、周
辺自治体の類似施設より高額となり、利用率の低下
を招く恐れがある場合には、使用料を基準より低額
なものとして設定することを許容しており、実際
に、当園では、全国の動物園の入園料を踏まえた金
額を入園料として設定しています。
直近の５年間の実績では、受益者負担率は概ね50

程度で推移していますが、当園の運営にはまだ改善
の余地があるものと認識しており、分類の見直しと
いう方向ではなく、動物園の魅力の向上を図り、来
園者数の増加を実現することによって、受益者負担
率を「公の施設に関する使用料の設定基準」で定め
られた基準に近づけるよう努めていきます。

措置済 令和元年度

50

適切な委託料の積
算について

日本平動物園では、入園料徴収業務及
び園内管理業務について、一般財団法人
静岡市動物園協会に委託している。委託
料の積算においては、人件費（A）に一定
率を乗じ経費（B）を算出し、（A+B）に
一定率を乗じ一般管理費を算出してい
る。人件費(A)の内訳には、福利厚生費、
退職引当金及び法定福利費が含められて
いるが、人件費と別に算出される経費の
内訳には福利厚生費が、一般管理費の内
訳には退職引当金及び法定福利費が想定
されている。つまり、福利厚生費、退職
引当金及び法定福利費が二重計上されて
いる状況である。委託料の積算に当たっ
ては、人件費（A）は基本給・手当・賞与
のみとし、委託料が適切に積算されるよ
う改善することが必要である。

指摘を受けた指定管理料の積算の方法の一部を参
考にした園独自の委託料の積算の方法は、福利厚生
費、退職引当金及び法定福利費を二重計上した上で
一定の計数を乗じて重複した分の金額を調整すると
いう不明確なものでしたので、平成31年度の委託料
の積算については、人件費にこれらの費用を含めな
いよう積算方法を改めました。

措置済 令和元年度

Ⅷ．日本平動物園
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51

動物の備品台帳へ
の誤登録について

日本平動物園では、市の備品管理シス
テムに関しては重要備品に該当する100万
円以上の動物が対象となるところ、平成
29年度に購入により取得した動物につい
て、実際には重要備品に該当しない100万
円未満の動物も登録されていた。担当課
内でルールを周知徹底し、ルールに従っ
て台帳管理をすることが必要である。

平成30年度末に備品台帳を再確認し、重要備品に
該当しない備品については、削除処理を行いまし
た。指摘を受けた備品に登録誤りがあったのは、担
当係の職員が重要備品の登録の基準を誤って理解し
ていたことが原因であったことから、備品登録の基
準及び事務手続について、他の係も含めて周知し、
その徹底を図りました。

措置済 令和元年度

52

動物の備品台帳か
らの削除漏れにつ
いて

日本平動物園において、平成30年６月
に死んだキリンが備品台帳に登録された
ままであった。担当課の理解不足によ
り、備品システム上で除却申請をしてい
なかったことが原因とのことである。特
に登録対象となる動物は市の重要備品で
あり、担当課内で業務フローを周知確認
し、適時適切に台帳管理を行うことが必
要である。

備品管理システムから指摘を受けた備品を削除し
ました。
指摘を受けた備品に備品台帳からの削除漏れが

あったのは、担当係の職員が事業決裁上の処理をし
たことで事務手続が終了したと勘違いし、備品シス
テム上の除却処理をしていなかったことが原因だっ
たことから、備品管理に係る事務手続について、他
の係も含めて周知し、その徹底を図りました。

措置済 令和元年度

53

現物資産への備品
票の貼付について

日本平動物園において備品票が貼付さ
れていない備品があった。備品台帳に登
録されている備品は、台帳との対応関係
が明確となるように備品票を貼付するな
どの方法により現物管理することが必要
である。

全備品についてその現物を確認し、備品票の貼付
が漏れていた備品に対し備品票を貼付しました。
備品票の貼付漏れがあったのは、担当職員が貼付

を失念していたことが原因だったことから、再発防
止のため、園内の職員に対し、備品票を受け取った
後は速やかに対象となる備品に貼付することを周知
し、その徹底を図りました。

措置済 令和元年度

54

現物資産の備品台
帳への登録につい
て

日本平動物園において備品票が貼付さ
れているものの、備品台帳に登録されて
いない備品があった。担当者が登録不要
と勘違いしていたことが理由であるが、
管理ルールについては担当課内で周知徹
底し、管理すべき備品については、適切
に備品台帳に登録し現物管理することが
必要である。

全備品についてその現物を確認し、登録が漏れて
いた備品を備品台帳に登録しました。
指摘を受けた備品について備品台帳への登録漏れ

があったのは、担当係の職員が当該備品について備
品台帳への登録が不要であると勘違いしていたこと
が原因であったことから、備品管理に係る事務手続
について、他の係も含めて周知し、その徹底を図り
ました。

措置済 令和元年度


